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イオン株式会社との間で包括提携協定を締結します！ 

～福岡県の「共助社会づくり」が新しい展開へ～ 

○ 福岡県では、新たな公的サービスの担い手と期待されるＮＰＯ・ボランティアや企業な

ど多様な主体が互いに協力し、支え合う「共助社会づくり」を進めています。 

 企業との協働については、ＮＰＯや企業・経済団体の代表者からなる「ＮＰＯ・ボランテ

ィアと企業、行政との協働実践会議」（委員長：石原 進 福岡経済同友会 代表幹事）を

設け、企業に対して、ＮＰＯとの協働事業の実施などの社会貢献活動を促しています。 

○ この度、福岡県は、一層の地域の活性化及び県民サービスの向上を図るため、イオン

株式会社と包括提携協定を締結することに合意しました。 

○ 今回の協定の大きな特徴は、以下の２点です。 

○ １点目は、イオンが福岡県の共助社会づくり活動を応援する寄附の仕組みを創設する

ことです。新たな電子マネーをイオンが発行し、その利用金額の一部を福岡県に寄附す

るもので、このような寄附の仕組みは、福岡県としては初めてとなります。 

○ ２点目は、「県産品販売」「地域の安全・安心」「青少年の育成」など１４の広範な分野で

連携を強化していくことです。このように県政全般にわたる広範な分野で福岡県が民間

企業との間で包括提携協定を結ぶのは今回が初めてです。 

この協定のもとで進められる具体的事業は、既に実施中のものを含め、１００近くとな

る見込みであり、県産品フェアをはじめ、若者の就労体験や、女性や子どもの安全みま

もり護身術講座など多彩な取組を予定しています。 

 こうした広範で多数にわたる取組は、イオンが他団体と結んでいる協定の中でも類を

見ないものです。  

○ 今回のイオンとの協定締結を契機に、今後、他の企業との間でも、このような包括協

定の活用を進め、福岡県の「共助社会づくり」を更に推進してまいります。 

〔協定締結式の概要〕 

１ 日 時  平成２４年４月２０日（金） １４時００分～１４時２０分 

２ 場 所  福岡県庁８階 特別会議室 

３ 出席者  イオン（株）専務執行役ＧＭＳ事業最高経営責任者 

兼 イオンリテール（株）代表取締役社長    村井
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※ イオングループの概要 

・ イオングループは、イオン（株）を中心に国内外約１８０社の企業から構成しています。

日本のみならずアジア各国（中国、韓国、フィリピン、タイ、マレーシア等）で総合スー

パー、スーパーマーケットなどを展開しています。 

・ イオングループと福岡県は、これまでも災害時の物資供給協定の締結をはじめ、青少年

アンビシャス運動などの施策への参画や、「こどもエコクラブ」に対する図書等の寄贈、県

内の海外留学生に対する奨学金支援などで緊密に連携しています。 

主な種別 福岡県での店舗数（H24.3月末現在） 

総合スーパー（イオン）  １５店舗 

スーパーマーケット（マックスバリュ）  ３８店舗 

ホームセンター（ホームワイド）   ５店舗 

コンビニエンスストア（ミニストップ） １２３店舗 

 

〔包括提携協定の内容〕 

 １ 福岡県の共助社会づくり活動を応援する寄附の仕組みの創設 

   電子マネー「ふくおか共創（きょうそう）ＷＡＯＮ」の発行 

   利用金額の一部を福岡県に寄附し、県内全域における社会貢献活動を応援 

 ２ 県行政の広範な分野における協働の展開 

イオン及び福岡県の双方から協働事項を提案しあい、広範な行政分野で更な 

る協働を展開 

 （主な事項） 

  ・ 県産品の販売促進 

   （九州のイオン店舗での県産品フェアの開催 等） 

・ 店舗網を活用した各種協働事業の展開 

 （障害者がつくる「まごころ製品」キャンペーンの開催協力、 

ニート等の若者に対する就労体験の機会の提供、 

「女性と子どもの安全みまもり企業」護身術講座等キャンペーンの開催など 

県の各種啓発イベントの開催協力 等） 

・ 県事業の効果的な広報・啓発 

 （専用ボード設置による県政情報の広報・啓発） 


